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 〇 費用便益分析

（単位：百万円）
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注１）　便益額を想定で算出している場合は(※)を付すこと。
注２）　前回評価時の便益項目が定性的な評価となっている場合は、事後評価時の便益
　　　　項目には前回評価時との変化について説明すること。
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※費用便益が増減した理由

(1) 事業着手時と事後評価時の社会経済情勢の変化
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 〇 関連する開発プロジェクト等の状況
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(2)　自然環境等の状況及び環境配慮事項



(1) 当該地区についての総括的なコメント及び改善措置の必要性

(2) 今後の同種の事業計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性
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( ) 今後 同種 事業計画 調査 あり方や事業評価手法 見直 必要性

①今後の同種の事業計画・調査のあり方

②事業評価手法の見直し必要性
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